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ひきこもり支援職業体験モデル事業業務委託に係る企画提案公募公告 

企画提案募集要領 

 

次のとおり、公募により法人等から企画提案を募集し、内容を審査のうえ、最良の提案を

したものを随意契約の相手方の候補者とする手続きを実施します。 

 

 令和６年５月１３日 

    山梨県知事 長崎 幸太郎 

 

 

１ 実施の目的 

国のひきこもりに関する調査において、自らの適性に見合った職を探すことや働くこと

で得られる対価などが社会参加の促進に寄与することが示唆されている。令和２年度に実

施した本県の調査においては、ひきこもりに至った経緯として「就職したが失職した」が 

１７．２％を占めており、同様の経験を避けるため、希望業種に関する適性判断に要する期

間や就職の予行演習のための機会の提供が必要である。 

また、長期に渡る新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、外出機会や雇用機会の喪失を

生み、ＩＣＴ化に伴う非接触社会の急速な拡大により、我々を取り巻く生活環境は複雑化し

たことから、当該感染症が感染症法上の５類に移行した今日においても、生活困窮者自立支

援制度における生活困窮者に至った者が多数存在している。生活困窮者の中には、既にひき

こもり状態となっている者又はひきこもり状態に至ることが懸念される者が存在し、社会

参加へのきっかけ作りが求められている。 

このため、ひきこもり状態にある者及び生活困窮者を対象としたキャリアコンサルティ

ング、受入企業の開拓、企業とのマッチング、企業見学、インターンシップの創設までの一

貫した支援を行い、社会体験や働くことで対価を得る機会を創出し、モチベーションを向上

させることで、社会参加につなげていく。 

 

２ 業務概要等 

（１）委託業務名称 

    ひきもり支援職業体験モデル事業業務 

（２）業務内容 

別添「ひきこもり支援職業体験モデル事業業務仕様書」（以下「仕様書」という。） 

による。（採用された企画提案に基づき、業務内容は適宜調整する。） 

（３）委託料上限額 

    金３，３７８，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）を上限とする。ただし、

県又は市の自立相談支援機関等からつなぎを受け支援した生活困窮者については、支

援実績に応じて１名当たり７５，６００円（消費税及び地方消費税を含む。）を上限に

加算する（加算額合計は１，５１２，０００円が上限となる）。 

なお、この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、企画内容の規模を示すた

めのものであることに留意すること。 
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（４）契約期間 

   契約を締結した日から令和７年３月３１日まで 

（５）インターンシップ実施人数、インターンシップ実施期間 

 インターンシップ実施人数は最大２０人とし、インターンシップ実施期間は１人につ 

き最長１０日間とする。 

（６）インターンシップ受け入れ事業所並びにインターンシップを行う当事者への謝金 

県は、委託事業者からの報告により、予算の範囲内で次の謝金をインターンシップ 

受け入れ事業所並びにインターンシップを行う当事者に直接支払うものとする。 

    ア インターンシップ受け入れ事業所 

１人１日受け入れにつき２，０００円（予算額４００，０００円） 

    イ インターンシップを行う当事者  

１人１日実施につき１，０００円（予算額２００，０００円） 

 

３ 企画提案に係る日程 

（１）企画提案募集開始     令和６年５月１３日（月） 

（２）質問受付期限       令和６月５月２０日（月）午後５時 

（３）質問回答         令和６年５月２４日（金） 

（４）企画提案書の提出期限   令和６年６月 ３日（月）午後５時 

（５）審査           令和６年６月 ５日（水）～１３日（木） 

（６）審査結果通知       令和６年６月１３日（木）以降 

（７）契約締結、事業着手    令和６年６月２１日（金）（予定） 

 

４ 企画提案への参加資格 

（１）本業務を的確に遂行する知識・経験、組織及び人員等を有していること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で

あること。 

（３）県の業務に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方として不適当であると認め

られる者でないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申し立て、又は民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき民事再生手続開始の申し立てが成されて

いる者（更正手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６

号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと又は法人であっては、そ

の役員が暴力団員でないこと。 

 

５ 企画提案に係る事務局 

〒400-8501 山梨県甲府市丸の内１－６－１ 県庁本館２階 

 山梨県 県民生活部 県民生活総務課 総務経理担当 

 電   話 ０５５－２２３－１３１３ 

 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ kenmin-skt@pref.yamanashi.lg.jp 

mailto:kenmin-skt@pref.yamanashi.lg.jp
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６ 企画提案に係る質問について 

（１）受付期限 令和６年５月２０日（月）午後５時（必着） 

（２）提 出 先  事務局 

（３）提出方法 電子メールとする。 

件名を「ひきこもり支援職業体験モデル事業業務委託に係る企画提案公募 

に関する質問」とし、電話にて事務局にメールの受信確認を行うこと。 

（４）提出書類 質問書（様式１） 

（５）回  答  質問に対する回答は、令和６年５月２４日（金）までに山梨県県民生活部 

県民生活総務課ホームページ 

（https://www.pref.yamanashi.jp/kenmin-skt/）に掲載する。 

（６）そ の 他  電話や口頭での質問には応じない。また、提出のあった質問書の内容に疑

義が生じた場合は、事務局から質問者に問い合わせるので、速やかに対応す

ること。 

 

７ 企画提案書の提出について 

（１）提出期限 令和６年６月３日（月）午後５時（必着） 

（２）提 出 先 事務局 

（３）提出方法 持参又は郵送とする。 

（４）提出書類 企画提案書 

※「ひきこもり支援職業体験モデル事業業務委託に係る企画提案書作成要 

領」により作成すること。 

（５）提 案 数 １者１案とする。 

（６）提出部数 ８部（Ａ４判） 正本１部、副本７部 

        ※パンフレット等の添付書類がある場合は、別綴りとすること。 

（７）そ の 他  

①郵送により企画書を受け付けた場合には、事務局から電話での確認の連絡を行う 

ので、郵送後３営業日以内に連絡がない場合には事務局に問い合わせること。 

②提出期限後における企画書の再提出、差し替えは一切認めない。 

③企画提案に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

 

８ 審査方法・基準 

審査にあたってはプレゼンテーションを行わず、提出された企画提案書の内容において 

審査する。 

（１）審査は書面審査とし、本県職員から構成される企画提案審査委員会が行う。なお、審査

にあたり、企画提案書の記載内容について質問がある場合には、令和６年６月１０日（月）

以降連絡するので、速やかに回答すること。 

（２）企画提案の評価項目と各項目に対する評点は、別紙採点表のとおりとし、評価の得点が 

最も高い者を契約締結候補者として選定する。 

（３）得点が同一の場合は、審査項目「費用対効果」の得点が最も高い提案者を選定する。 
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（４）総得点が１位であっても、仕様書に沿わない場合や得点が著しく低い審査項目がある 

場合は契約締結候補者に選定しないことがある。 

 

９ 審査結果の通知 

（１）審査結果については、選定・不選定にかかわらず、令和６年６月１３日（木）以降速や

かに書面により通知する。 

（２）企画提案の効力 

   次のいずれかに該当するときは、その者の企画提案は無効とする。 

  ①企画提案に参加する資格のない者が提案したとき 

  ②所定の日時及び場所に企画提案書を提出しないとき 

  ③同一人が二件以上の企画提案をしたとき 

   ④企画提案に関してその他不正の行為があったとき 

   ⑤見積書の金額が不明な企画提案をしたとき 

   ⑥その他、指示した事項及び企画提案に関する条件に違反したとき 

（３）その他 

    審査結果に対する異議申立ては受け付けない。 

 

１０ 契約の締結等 

（１）「８ 審査方法・基準」により選定された提案者は契約締結候補者として、委託業務に

関して必要な協議を行う（企画提案書、仕様書及び契約書の内容は、協議の上、変更する

場合もある。）ものとする。 

（２）契約締結候補者との協議が整わず契約の見込みがないときは、次点の提案者を契約締 

結候補者として前項に準じて必要な協議を行う。 

（３）契約については、予算の範囲内で随意契約を行うものとする。 

 

１１ その他 

（１）提出された企画提案書は返却しない。なお、県は提出された書類について、本企画提案 

以外の目的で提案者に無断で使用しない。 

（２）企画提案に要する一切の経費は、提案者負担とする。 

（３）著作権法等の法令を遵守することとし、企画提案書の記載が、法令に基づいて保護され 

ている第三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、提案者が負 

うものとする。 

（４）企画提案書の提出後、契約を締結するまでの間、「４ 企画提案への参加資格」の条件

を満たさなくなった場合は契約を締結しない。また、この場合において、当該業務に要し

た経費については、一切補償しないものとする。 

    



様式１ 

ひきこもり支援職業体験モデル事業業務に係る質問書 

 

質問日 

 

 

 

整理番号 

 

 

 

事業者名 

 

 

  

担当者名 

 

 

 

連絡先 

（ 住 所 ） 

 

（ＴＥＬ） 

 

（電子メール） 

 

質問内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意事項） 

１ 質問は１問につき１枚としてください。  

２ 「整理番号」欄は記載しないでください。 

 



 

 

別紙 

ひきこもり支援職業体験モデル事業業務委託企画提案審査基準採点表 

 

評価項目 
評 価 項 目（要求内容） 配点 

大項目 小項目 

実施体制 

類似事業の履行実
績 

類似事業の実績がどの程度あるか。 
その実績を活かし、本業務の運営を円滑に遂行可能
か。 

10 

運営体制 
実施体制や人員、専門的知識を有する者の配置な
ど、本業務を実施する上での業務管理の体制が十分
確保されているか。 

10 

個人情報の取り扱
い 

個人情報の保護・管理を適切に行うことが可能か。 
10 

小計 30 

事業内容 

現状認識・基本方
針 

ひきこもり支援のための課題やニーズ、就業につい
て的確に分析した上で、事業の実施方法を明確に定
めているか。 

10 

職
業
体
験 

関係機関等
との連携 

連携が必要な関係機関や関連事業を把握し、職業体
験を円滑に進めるための効果的な連携方法を提案し
ているか。 

5 

当事者への
アプローチ
方法 

ひきこもり当事者の個性を踏まえ、効果的なキャリ
アコンサルティングにより一人ひとりに寄り添った
支援の手法が提案されているか。 

5 

インターン
シップ 

職業適性等を考慮した業種選定による職業体験の機
会を創出しているか。 
ひきこもり当事者が希望する業種と、企業とのマッ
チング、実施までのプロセスが提案されているか。 

10 

効果的なアフターフォローが提案されているか。 5 

自立相談支
援機関等と
の連携 

自立相談支援機関等からつなぎを受けた生活困窮者
については、当該自立相談支援機関等と密に連携を
行い、依頼内容も踏またキャリアコンサルティン
グ、マッチング、実施までのプロセスが提案されて
いるか。また、当該自立支援機関等へのフィードバ
ック（報告）も丁寧に行われているか。 

5 

実現可能性 
提案内容、スケジュール等から確実な実施が見込ま
れるか。 

5 

小計 45 

経済性 
費用対効果 

事業の実施に必要な経費が適切に見積もられ、事業
内容や効果等からみて適切な範囲内にあるととも
に、県の予算の範囲内であるか。 

15 

小計 15 

その他 
仕様書に記載されていない効果的な提案があるか。 10 

小計 10 

合計 
 

100 

 


